
別記７（事後評価）

平成29年6月作成

事業費

着工 完了 （億円）

【再評価時（H22）】
・ B／C 1.20
・工 期 H24
・事業費 216.4億円
・交通量 12,500台/日(H42推計)

【事後評価時】
→ 1.24
→ H24
→ 210.9億円
→ 12,700台/日（H42推計）

延長 6.1km
幅員 7.0（10.5）m

210.9

・交通渋滞の解消 小迎交差点における最大渋滞長 L=180ｍ（H23) ⇒ L=30m(H25）
・所要時間の短縮 指方～大串間19分（H23) ⇒ 13分(H25）

対応方針（原案）

この事業により、交通渋滞の緩和や所要時間の短縮などが図られており、通過交通の転
換により地域住民の住居環境も向上するなどの効果もみられることから、今後事後評価
及び改善の必要はない。

今後は走行時間短縮や走行経費、交通事故減少に限らず、企業進出や定住人口の拡
大等の効果も評価に含めていくべきと考える。

平成29年度 事後評価対象事業一覧表

該当基準
整理番

号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工 期 事後評価の評価項目

道建-1 道路改築事業／一般国道206号（小迎バイパス）

平成１７年１月４日に、西彼町・西海町・大島町・崎戸町・大瀬戸町の５町が合併し西海市となり、旧５町の連携を活かした町づくりを進めている。

事業の効果の発現状況

西海市 H24

当該事業に係わる対応方針

H13
事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

特になし

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）

同種事業に係わる対応方針

（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化
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別記７（事後評価）

事業費

着工 完了 （億円）

該当基準
整理番

号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工 期 事後評価の評価項目

【再評価時（H20）】
・ B／C 1.26
・工 期 H23
・事業費 36.0億円
・砂取扱量（予測） 21.38万t

【事後評価時】
→ 1.04
→ H24
→ 36.5億円
→ 砂取扱量（実績） 14.29万t

H24 36.5

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

事業が長期化している傾向があるため、事業計画の選択と集中により、施設の早期完成
を図る必要がある。

久山港の岸壁整備により、取扱貨物（砂）の運送コストの削減など事業の効果がみられ、
今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと判断している。

輸送距離の短縮効果によりCO2排出量の低減されている。 181.8t/年

（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）

同種事業に係わる対応方針

事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化

（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

港湾-1 久山港改修事業 諫早市 H6

対応方針（原案）

久山港背後の諫早市西諫早産業団地の分譲が始まっている。

県央地区に多く集中する生コン工場への砂の陸揚港として小長井港、長与港が利用されていたが、久山港が国内物流の中継点として利用可能になったことで、砂の採取場所か
ら出荷先までの運搬距離が短縮されている。これにより輸送費が削減され、地域経済の活性化に繋がっている。海上運送平均距離180km→120m 陸上運送平均距離29km→8km

事業の効果の発現状況

当該事業に係わる対応方針

・泊地（-5.5ｍ） A=70,000㎡

V=98,000㎥

・護岸（防波） L=70ｍ

・岸壁（-5.5ｍ）（A) L=100ｍ

・道路（A) L= 6×1,300ｍ

・道路（C) L= 6×45ｍ

・橋梁（A) N=1.0基

・橋梁（B) N=1.0基
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別記７（事後評価）

事業費

着工 完了 （億円）

該当基準
整理番

号 事業名／施設名

事業計画

事業
箇所

事業概要
工 期 事後評価の評価項目

【再評価時（H20）】
・ B／C 12.76
・工 期 H23
・事業費 13.5億円
・保全対象人家 496戸

【事後評価時（H29）】
→ 14.24
→ H24
→ 14.0億円
→ 503戸

集水井工 N=6基
集水ボーリング N=101本
排水ボーリング N=6本
横ボーリング N=76本
杭工 N=437本
アンカー工 N=13本

対応方針（原案）

14.0

（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）（今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性）

同種事業に係わる対応方針

砂防-1 高野地区地すべり対策事業／地すべり防止施設

・平成18年1月1日、旧町合併により松浦市となった。

・事業概成後、地すべり活動は沈静化しており事業効果の発現が認められる。

事業の効果の発現状況

松浦市 H24

当該事業に係わる対応方針

再評価実施

全体事業費
10億円以上

事業完了後
5年経過

・特になし

・当該事業においては、公共残土を他事業に流用するなど、残土運搬処分のコスト縮減
を図っており、同種事業のおいても、公共事業の動向を把握し調整を行うことでコスト縮
減を図る必要がある。

・事業概成後は地すべり被害は発生しておらす、事業効果が発現されているため、今後
の事後評価の必要性、改善措置の必要性はない。

S62 事業実施による環境の変化

社会経済情勢の変化

費用対効果の選定の基礎となった要因の変化
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